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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第96期

第３四半期
連結累計期間

第97期
第３四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 (百万円) 102,547 167,854 155,779

経常利益 (百万円) 1,965 6,739 4,830

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(百万円) △728 3,797 680

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △530 5,240 808

純資産額 (百万円) 71,225 84,527 69,829

総資産額 (百万円) 134,984 187,813 142,810

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △9.26 34.88 8.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.5 45.0 48.9
 

 

回次
第96期

第３四半期
連結会計期間

第97期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 3.22 13.16
 

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社15社（うち連結子会社12社）によって構成され、その主たる事業内容はエンジニ

アリング及び操業であります。

　当社の親会社は新日鐵住金（株）であり、同社及び同社グループ各社から各種業務を請負っております。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 
（エンジニアリング）

　（株）ニークシステムテクノロジー（連結子会社）は、平成26年10月１日の（株）東京ビジネスソリューション

（連結子会社）との吸収合併により、消滅しました。なお、同日付けで（株）東京ビジネスソリューションは、テッ

クスエンジソリューションズ（株）に商号変更しております。

　（その他）

　平成26年10月１日の当社と新日鐵住金（株）の完全子会社７社との経営統合に伴い、NSPKテクノサービス（株）が

当社の連結子会社となりました。なお、同日付けでNSPKテクノサービス（株）は、テックスエンジテクノサービス

（株）に商号変更しております。

 

当社グループ等の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

平成26年10月1日に、当社は新日鐵住金株式会社の完全子会社７社と経営統合いたしました。当第３四半期から、

統合新会社である日鉄住金テックスエンジ株式会社の業績を記載しております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税の反動影響により個人消費などに弱さがみられた

ものの、各種政策効果により企業の雇用・設備投資意欲は堅調に推移し、緩やかな回復基調が継続いたしました。

　当社グループの主要顧客先である鉄鋼業界におきましては、国内では建設向けや自動車等一部製造業向けに消費

税増税の反動影響が見られたものの、造船・産業機械等の回復により、内需は概ね安定した動きとなっておりま

す。国際市況については、中国・韓国の粗鋼生産量が依然高水準で推移し、鉄鋼需給の軟化が継続する等、厳しい

状況で推移いたしました。

　このような環境の中、当社グループは、平成25年10月及び平成26年10月の経営統合により、企画・設計・製作・

施工からメンテナンスまで行うことができる総合力と、機械、電気計装、システム、建設の広範な事業分野を擁す

る複合力を強化いたしました。今後、更に統合各社の経営資源を活用し、技術・技能・ノウハウの相乗効果の最大

発揮と設備エンジニアリング機能の強化・拡大に努めてまいります。

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高 167,854百万円、営業利益 6,672百万円、経常利益 6,739百万円、

四半期純利益 3,797百万円となりました。

　

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　

（当第３四半期のセグメント別業績概況）

 (単位：百万円)

 受注高 売上高 経常損益

 
当第３四半期 前第３四半期 当第３四半期 前第３四半期 当第３四半期 前第３四半期

エンジニアリング 158,890 96,838 143,992 77,296 5,680 1,066

操業 17,233 17,278 17,000 16,913 800 851

その他 10,109 11,481 10,088 11,429 38 △60

合計 186,233 125,598 171,081 105,639 6,519 1,858

調整額 △3,272 △3,147 △3,226 △3,092 219 107

四半期連結損益計算書計上額 182,960 122,451 167,854 102,547 6,739 1,965
 

　※上記金額は、平成25年10月及び平成26年10月の経営統合により、それぞれ以下の通りとなります。

１．前第３四半期は、旧太平工業㈱の第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日～９月30日）の金額に日鉄住金テックスエンジ㈱の前

第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日～12月31日）の金額を加算

２．当第３四半期は、７社との統合前の日鉄住金テックスエンジ㈱の第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～９月30日）の金額に

統合新会社の日鉄住金テックスエンジ㈱の当第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日～12月31日）の金額を加算

　

（エンジニアリング）

　受注高につきましては、平成26年10月の経営統合に伴う事業規模拡大に加え、事業部門による専門技術営業と支

店による地域営業を融合し、事業部と支店の連携強化による更なる受注拡大を推進した結果、158,890百万円とな

りました。
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　売上高につきましては、受注増に伴う増加、及び前期繰越工事の完成計上の増加等により、143,992百万円とな

りました。

　収益面につきましては、売上増に伴う利益の増加に加え、調達コストの削減、既受注プロジェクトの施工方法の

改善、及び施工要員の効率的配置等の収益改善努力を継続いたしました。また、経営統合により複合エンジニアリ

ング、メーカーポジション案件の拡大、電動機整備事業の全国展開等、統合効果の発現に努めました。その結果、

経常利益は対前年同期4,613百万円増益の5,680百万円となりました。

 

（操業）

　操業につきましては、前年同水準となる受注高17,233百万円、売上高17,000百万円、経常利益800百万円となり

ました。

 

(2) 当第３四半期連結会計期間末の資産・負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末と比較して、売上債権の増加（38,744百万

円）、未成工事支出金の増加（3,775百万円）等により、前連結会計年度末142,810百万円から45,002百万円増加

し、187,813百万円となりました。

　負債は仕入債務の増加（24,887百万円）、退職給付に係る負債の増加（1,172百万円）等により、前連結会計年度

末72,980百万円から30,304百万円増加し、103,285百万円となりました。

　純資産は、配当による777百万円の減少があったものの、四半期純利益（3,797百万円）及び資本剰余金の増加

（10,251百万円）等により前連結会計年度末69,829百万円から14,697百万円増加し、84,527百万円となりました。

　なお、これら増加については経営統合による影響を主体としております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、各種政策効果により雇用・設備投資意欲は堅調に推移し、景気は緩やかに回復し

ていくことが期待されます。ただし、消費者マインドの低下や海外景気の下振れが、引き続き景気を下押しするリ

スクとなっております。

　鉄鋼業界におきましては、足下の国内鉄鋼需要は概ね安定した動きとなっておりますが、東アジアにおける鉄鋼

需給緩和、コスト増による建設計画の見直し、電力をはじめとする諸コストアップ、急激な為替の変動、原油安に

伴う世界経済の不安定化等、取り巻く環境にマイナス要因が数多く見られることから、引き続き経済動向、鉄鋼需

給動向を注視する必要があります。

このような経営環境の中、当社は、平成26年10月１日に新日鐵住金株式会社の完全子会社７社と経営統合し、新

生テックスエンジとしてスタートいたしました。本統合により当社は７社が保有する経営資源を結集し、技術・技

能・ノウハウの相乗効果の深化と設備エンジニアリング機能の一層の強化・拡大を追求し、安定的かつ持続的な利

益成長と企業価値の向上を目指します。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は227百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間

における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは経営統合に伴い、エンジニアリングセグメントの従業員数

が増加しております。

平成26年12月31日現在、当社グループ（当社及び連結子会社）の従業員数は11,204名（内エンジニアリングセグ

メント7,256名）となり、平成26年３月31日現在に対し2,755名（内エンジニアリングセグメント2,142名）増加しま

した。

当社の従業員数は9,971名となり、平成26年３月31日現在に対し2,683名増加しました。

なお、従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員

数であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 288,000,000

計 288,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 136,066,004 136,066,004
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　1,000株

計 136,066,004 136,066,004 ― ―
 

　    

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年10月１日 38,876 136,066 ― 5,468 ― 1,873
 

(注)平成26年10月１日の経営統合（合併・会社分割)に伴い発行済株式総数が38,876,891株増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 3,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 97,116,000 97,116 同上

単元未満株式 普通株式  70,113 ― 同上

発行済株式総数 97,189,113 ― ―

総株主の議決権 ― 97,116 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式185株を含めて記載しております。

 

② 【自己株式等】

　平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日鉄住金テックスエン
ジ株式会社

東京都千代田区丸の内
２－５－２

3,000 ― 3,000 0.00

計 ― 3,000 ― 3,000 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(１)新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

就任年月日

代表取締役
専務執行役員

 

機械事業本
部長
 

小坂　隆
昭和27年
４月８日

昭和50年４月
平成13年４月
平成14年４月

 
平成15年４月

 
平成18年４月

 
平成18年７月

 
平成20年４月
平成21年４月
平成22年４月
平成24年10月

 
平成25年４月
平成26年10月

 
 

住友金属工業株式会社入社

同社和歌山製鉄所設備部長

同社鋼板・建材カンパニー和歌

山製造所和歌山設備部長

同社鋼板・建材カンパニー設備

部長

同社鋼板・建材カンパニー設備

部長兼鹿島製鉄所副所長

同社鋼板・建材カンパニー鹿島

製鉄所副所長

同社専門部長(設備技術)

同社常務執行役員

同社設備技術・購買部長

日鉄住金プラント株式会社入社

取締役副社長

同社代表取締役社長

当社入社

代表取締役専務執行役員(現任)

機械事業本部長(現任)

(注)１ ―
平成26年
10月１日
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

就任年月日

取締役
常務執行役員

営業本部長 高本　利成
昭和27年
４月14日

昭和50年４月
平成15年５月

 
平成17年７月

 

平成17年10月
 

平成18年４月
 

平成20年６月
 

平成20年７月
 

平成21年７月
平成22年４月

 
平成23年７月
平成24年10月

 

平成25年４月
平成25年７月
平成26年10月

住友金属工業株式会社入社

同社交通産機品カンパニー総務

部長

同社交通産機品カンパニー管理

部門統轄上席部長兼生産管理部

長

同社和歌山製鉄所副所長兼環境

部長

同社鋼管カンパニー和歌山製鉄

所副所長兼環境部長

住金プラント株式会社入社

取締役

同社取締役常務執行役員

総務部長

同社取締役専務執行役員

住友金属プラント株式会社

取締役専務執行役員　総務部長

同社営業本部長

日鉄住金プラント株式会社

取締役専務執行役員

営業本部長兼総務部長

同社取締役副社長

同社統括管理本部長

当社入社

取締役常務執行役員(現任)

営業本部長(現任)

 
(注)１

 
―

平成26年
10月１日

 
社外取締役

 
― 織田　和之

昭和34年
２月12日

昭和58年４月
平成19年４月
平成21年11月
平成23年11月

 
平成24年４月

 
平成24年10月

 

 
平成26年10月

新日本製鐵株式会社入社

同社名古屋製鐵所設備部長

同社名古屋製鐵所副所長

同社設備・保全技術センター部

長

同社執行役員

設備・保全技術センター所長

新日鐵住金株式会社

執行役員(現任)

設備・保全技術センター所長(現

任)

当社社外取締役(現任)

 
(注)１

 
―

平成26年
10月１日

社外監査役 ― 竹越　徹
昭和33年
５月16日

昭和57年４月
平成21年７月
平成24年10月

 
平成25年４月

 
平成26年10月

住友金属工業株式会社入社

同社本社(東京)総務部長

新日鐵住金株式会社

人事労政部部長

同社執行役員(現任)

関係会社部長(現任)

当社社外監査役(現任)

 
(注)２

 
―

平成26年
10月１日

 

　（注）１　取締役の任期は、就任の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　　　　２　監査役の任期は、就任の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

 

(２)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

社外監査役 ― 石原　秀威 平成26年9月30日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 656 1,129

  預け金 4,078 4,633

  受取手形・完成工事未収入金等 77,101 115,845

  未成工事支出金 5,225 9,001

  その他のたな卸資産 6,507 6,909

  繰延税金資産 2,215 2,128

  その他 1,473 1,824

  貸倒引当金 △8 △12

  流動資産合計 97,250 141,458

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 31,632 35,096

   機械、運搬具及び工具器具備品 48,797 43,469

   土地 18,978 19,283

   リース資産 312 326

   建設仮勘定 528 227

   減価償却累計額 △63,677 △62,003

   有形固定資産合計 36,572 36,400

  無形固定資産 557 536

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,168 1,420

   退職給付に係る資産 - 22

   繰延税金資産 5,972 6,495

   その他 1,495 1,644

   貸倒引当金 △206 △165

   投資その他の資産合計 8,430 9,417

  固定資産合計 45,560 46,354

 資産合計 142,810 187,813
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 34,359 59,246

  短期借入金 6,839 7,000

  未払法人税等 924 164

  未成工事受入金 800 1,155

  賞与引当金 4,803 3,603

  完成工事補償引当金 209 214

  工事損失引当金 303 409

  その他 4,170 9,935

  流動負債合計 52,411 81,732

 固定負債   

  長期借入金 200 -

  再評価に係る繰延税金負債 2,940 2,937

  退職給付に係る負債 17,223 18,395

  その他 204 220

  固定負債合計 20,569 21,553

 負債合計 72,980 103,285

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,468 5,468

  資本剰余金 16,990 27,242

  利益剰余金 45,258 48,268

  自己株式 △0 △1

  株主資本合計 67,717 80,978

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 298 375

  繰延ヘッジ損益 △0 1

  土地再評価差額金 4,168 4,161

  退職給付に係る調整累計額 △2,354 △989

  その他の包括利益累計額合計 2,111 3,549

 純資産合計 69,829 84,527

負債純資産合計 142,810 187,813
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 102,547 167,854

売上原価 93,510 152,410

売上総利益 9,036 15,444

販売費及び一般管理費 7,173 8,772

営業利益 1,863 6,672

営業外収益   

 受取利息 4 8

 受取配当金 15 19

 貸倒引当金戻入額 43 11

 受取賃貸料 14 31

 雑収入 106 83

 営業外収益合計 184 154

営業外費用   

 支払利息 56 49

 売上債権売却損 3 3

 雑支出 21 34

 営業外費用合計 81 87

経常利益 1,965 6,739

特別利益   

 固定資産売却益 5 5

 その他 18 -

 特別利益合計 24 5

特別損失   

 固定資産除却損 107 85

 減損損失 55 115

 組織再編費用 2,844 553

 その他 11 15

 特別損失合計 3,019 769

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,029 5,974

法人税、住民税及び事業税 163 647

法人税等調整額 △472 1,530

法人税等合計 △309 2,177

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主
損益調整前四半期純損失（△）

△719 3,797

少数株主利益 8 -

四半期純利益又は四半期純損失（△） △728 3,797
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△719 3,797

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 190 77

 繰延ヘッジ損益 △1 1

 退職給付に係る調整額 - 1,365

 その他の包括利益合計 188 1,443

四半期包括利益 △530 5,240

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △539 5,240

 少数株主に係る四半期包括利益 8 -
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付

会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用

し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が144百万円増加し、利益剰余金が93百万円

減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ65百万円減少しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 2,338百万円 2,149百万円
 

　

(株主資本等関係)

　

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　

１． 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 565 8 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

　

２． 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　

該当事項はありません。

　

３． 株主資本の著しい変動

当社は、平成25年10月１日に株式会社日鉄エレックスと経営統合を行っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が15,117百万円増加、自己株式が3,064百万円減少

し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金は16,990百万円、自己株式は0百万円となっております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

　

１． 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 777 8 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
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２． 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

 

該当事項はありません。

 

３． 株主資本の著しい変動

当社は、平成26年10月１日に新日鐵住金株式会社の完全子会社７社と経営統合を行っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が10,251百万円増加し、当第３四半期連結会計期間

末において資本剰余金は27,242百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

エンジニ
アリング

操業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 77,220 16,913 94,133 8,413 102,547 ― 102,547

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

76 ― 76 3,016 3,092 △3,092 ―

計 77,296 16,913 94,209 11,429 105,639 △3,092 102,547

セグメント利益又は損失
（△）

1,066 851 1,918 △60 1,858 107 1,965
 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製品販売等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額107百万円には、各報告セグメントに配分していない全社損益が含まれて

おります。全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用でありま

す。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４　株式会社日鉄エレックスとの統合により、前連結会計年度末に比べエンジニアリングセグメントの資産が増

加しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

エンジニ
アリング

操業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 143,940 17,000 160,940 6,914 167,854 ― 167,854

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

52 ― 52 3,174 3,226 △3,226 ―

計 143,992 17,000 160,993 10,088 171,081 △3,226 167,854

セグメント利益 5,680 800 6,480 38 6,519 219 6,739
 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製品販売等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額219百万円には、各報告セグメントに配分していない全社損益が含まれておりま

す。全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４　新日鐵住金株式会社の完全子会社７社との統合により、前連結会計年度末に比べエンジニアリングセグメン

トの資産が増加しております。
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（企業結合等関係）

　

当社と新日鐵住金株式会社の完全子会社７社との経営統合について

　

　当社は、平成26年５月９日開催の取締役会において、当社と新日鐵住金株式会社の完全子会社７社と吸収合併契約及

び吸収分割契約について決議し、同日、同契約を締結いたしました。また、平成26年６月26日開催の当社及び各社の定

時株主総会において本統合に関する議案は承認されており、平成26年10月１日をもって本統合が成立いたしました。

１．取引の概要　

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容　

（吸収合併存続会社及び吸収分割承継会社）

　名　　称　日鉄住金テックスエンジ株式会社

　事業内容　機械・電気計装・システム・土木・建築に関する企画・設計・製作・施工並びに各種設備のメンテナン

ス、鉄鋼生産設備等の操業、活性炭・パーティクルボードの製造販売等　

（吸収合併消滅会社）

　名　　称　日鉄住金プラント株式会社

　事業内容　プラントエンジニアリング、プラントメンテナンス、コンピューターシステムの設計・製作　

　名　　称　ニッテツ北海道制御システム株式会社

　事業内容　計測制御装置・プラント制御装置・非破壊及び形状検査機器の製作・販売、制御用ソフトウェアの製作・

販売、電子応用機器の賃貸及び装置の製作・販売等

　名　　称　ニッテツ室蘭エンジニアリング株式会社

　事業内容　各種産業用設備・装置・器具及び鋼構造物・機械部品の設計・製作・販売、土木・建築物及び水道・水処

理設備の設計・施工、暖房機器・空調機器・給排水機器の製造販売等

　名　　称　ニッテツ八幡エンジニアリング株式会社

　事業内容　鉄鋼プラント等の産業機械・装置・電気計装機器他の設計製作・据付・販売、ファインセラミックス等新

素材利用製品の設計・製造・加工・販売、機械設計等の労働者派遣事業

　名　　称　株式会社Ｎ・ＴＥＣ大分

　事業内容　製鉄機械・一般産業用機械設備の設計、主仕様検討、据付・試運転等工事監理、保全、数値解析等技術計

算・エンジニアリング業務、電子計算機プログラム作成・操作

　名　　称　日鉄住金直江津メンテナンス株式会社

　事業内容　諸設備のメンテナンス事業

（吸収分割会社）

　名　　称　日鉄住金関西工業株式会社

　事業内容　設備エンジニアリング及びメンテナンス、鉄道車輛部品・産業機械部品・金型の製造、石油製品販売

（２）企業結合日

　　　平成26年10月1日

（３）企業結合の法的形式

（吸収合併）日鉄住金プラント株式会社、ニッテツ北海道制御システム株式会社、ニッテツ室蘭エンジニアリング株式

会社、ニッテツ八幡エンジニアリング株式会社、株式会社Ｎ・ＴＥＣ大分及び日鉄住金直江津メンテナン

ス株式会社を消滅会社とし、当社を存続会社とする吸収合併。

（吸収分割）日鉄住金関西工業株式会社を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割。

（４）結合後企業の名称

　　　日鉄住金テックスエンジ株式会社

（５）取引の目的を含む取引の概要

　当社及び日鉄住金プラント株式会社、ニッテツ北海道制御システム株式会社、ニッテツ室蘭エンジニアリング

株式会社、ニッテツ八幡エンジニアリング株式会社、株式会社Ｎ・ＴＥＣ大分、日鉄住金直江津メンテナンス株

式会社、日鉄住金関西工業株式会社は、新日鐵住金株式会社の各製鉄所の設備エンジニアリング及び保全分野を

担う企業として、各社が保有する経営資源を本統合により結集するとともに、技術・技能・ノウハウの相乗効果

の最大発揮と設備エンジニアリング機能の更なる強化・拡大を追求することが、新日鐵住金株式会社の上記分野

における中核的なパートナーとしての位置づけを強固なものとし、かつ企業価値の継続的な向上に資するとの判

断から、本統合について合意いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
（△）

△9円26銭 34円88銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △728 3,797

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
(百万円)

△728 3,797

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,635 108,849
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月13日

日鉄住金テックスエンジ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士   田　　島　　祥　　朗   印

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士   小　　林　　篤　　史   印

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄住金テック

スエンジ株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年

10月１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄住金テックスエンジ株式会社及び連結子会社の平成26年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績の状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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